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1974年インドの会社（改正）法について
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I はじめに

牛；縞は， 1974年会社（改正ji'.去の内容の紹介と検討を

目的としてャる。

この法律は， 1972年7月23日，政府法案として下院に

上程在れた。その後同年6月23日，議会の両院合同委員

会（JointCommitte）に付議され，問委員会は，各方面

からの；志見を募るとともtこ，各地で公聴会を開催し，

1何73ヰ9月15日に，政府案を若干言Lilーした報告書を提出

Lてし 1る（注1）。この報告書にt,とつ〈ほぽ1年潤の議会

。〕討議の後， 1974年9月10日11t:f.t：した。 i；司法は1975年2

)1 1 Flより発効してャる｛性一2I。

インド会社法については，独立後1956年に包括的な立

法がなされた。この法律は，それ以前の立法と同じく，

基本的にイギリス法の影響を強くうけており，また1948

年のイギリス会社法およびコ｝エン（Cohen）委員会の

報特紅どからも多くの考え方，規定を採用しているが，

次の2点においてかなり異なったものとなっている。

第1に，株主総会の権限の強化である n 株主総会の権

限自身l主，それ以前の立法および fギリス法とそれほど

異なる弘のではなャが，（1)｛ギリス法では認められてい

る議決機に関する制限お上ぴ差別（無議決権株，多数議

決権株，経営株〕などが禁止され， I株1議決権の考え

方がかなり徹底されていること，（2）イギリス法では規制

の存在しない経営代理人に関するさまざまな事項につい

て，総会の介入権が大幅に認められていることが指摘さ

れ上う。このことは，この時点におけるインドの会社経

常の主要な問題が，経営代理制度の間E重であったことを

付安
だ

田
ゆき

Jζ 

物諮っている（注3）。つまり少額の出資をともづて会社経営

を支配している経営代理人をいかにして株主の支配下に

［尽くかどL、うことが課題であったわけである。そうであ

るが故にI株1議決権の考えの徹底は，種々の方策によ

るこれら経営代理人の会社支配の構造を打ち破るものと

期待された（注4）。しかしこの段階において経営代理制度

の克服は，一二つの面において困難を有してし、たように恩

われる。第1に経営代理制度がインドの企業経営に占め

たなかば慣行化した機能である。それは単なる企業の経

営を代埋するという限定的なものではなく，積極的に起

業〔企業の設立）を主導し，その金融について積極的役

前を演じ，＂九 tこ製品の叛売，！見1料のE誇入に

j虫 ~I の ！し·一トを有していたと b、ろ J三で方ラる。も／》ともこ

の上うな恨lj而は，とりわけ重要な金融上の役割につい

て，独立後の公的金磁機関の発展その他についても各種

の政府統ftilによりその機能は急激に減少していき（注5l, 

；最終的には1969年の改正法（注6）により，この経営代理市j

は廃止されるのである。しかし第2に企業経営自身の問

題がある。この場合経営代理人は，会社の経営者層を構

成し，種々の方策（定款，経営代理契約〕を通じて会社

支配を貫徹する。したがってこの経営形態の悪弊（経営

の濫用，会社資産の喰いつぶし〉は，確かに 1t未1議決

織の徹底とこの経営に対する総会の監管権の強化をもっ

c克服主れるかにみえる。しかしこの段階においては，

fンドにおし、ても会社経営における新しl;、側面が生じて

νた。会社制度における所有と経営の分離である。つま
り企業経営の大規模化と複雑化は，ますます大衆株主を

経営から疎外し，かれらを単なる利子取得者に転化せし

める。この現象は，経営代理制度という特殊的かつ伝統

的な方策での「所有と経営の分隊」が本来的に完成され

てャるインドの企業慣行かちすれば，非常に顕著であり，

総会はほとんどその予定された機能を果たしえないこと
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は十分に予想されるのしか主二の↑良行そのものは，先進

国におけるこの現象を支える「合理的なー経営者A層とは

異なり司強く「IJli近代的色彩」と7）を残している経営者

層によりJin，れているつ

ここにJれ、と可 子ギ 1）ス法［二i七して第2の特徴が現実

(i(J基盤、を有するのでふるわすなわち政府統制の強化がこ

れであるの

三の政府統制Cf）強化そのものは，先進諸国における企

業関係立法の特徴でもふる。しかし多くの場｛-i＇，これら

は企業iM!Jの内部にたわ入るものでなく、その活動を外

部的l二規制するにすぎなし、と L、うことがlcH1向されよう。
したtJ:"jて，それは l会社'IL」自身の問題でなく，種々

の経済立法に上 i〕規制されるものとされてL、る（／！：8;o 

これに反して‘ インド会社法における政府統制は，先

に述べたようにY会社経常音のfjtj近代的行量fJノ、ケ一ンと，

そllに対する総会

経営内部にグ「人すると 1‘、う点に際立った特徴を ffずるよ

うiこ！巴われる η

主て二のような会社i去の基本的性質は， 1%0年、 1%5

年の改正お上び経常代理問を廃止した1969{1改正法に上

り，さらに強化されるー方，またI訴しい似iff色iをj£llえ
るように1井える3 とくに／「凶の＆：1じi土‘ これまてず〉会社

経営の健全f主の確保とし、う面からさらに進んで専門的経

’はず；による台理的な会位経公の縫保という：itiがみられる

tアコー（＇J'Jるit9 0 

もちろん， この改正i去がそれまで生じつつふ〉たさま

ざまな濫用，弊害を除去することをii的としとし、たこと

はレうまでもない。

以下，改正のc_t要点を五つの範ちゅうに分けて検討す
ー，
Q 。

( ;'J 1 ) Lok, Sabha、Joint Committee on the 

Companies (Amendment) Bill, 1972, J会ア仰・t,15th, 

Nov.,197'.l；、 E・l'idcnce,Vols. I & II 

(il= 2) Noti五仁川ion,S. 0. 2Y (E）〔No.F. 12/45/ 

74仁LVJ

(ii: :3) :Sengupta, Corporate λ1anagenuヲ11t in 

India, i'ikas, 1974. l人下手壬 1'.I{U'I'人；：［失if ,., d己；.~；＇

: I二んとはこ・，.::1’Jる。
〔it4〕 二Ji仁’l i k i, ,.iノと Lι京f,¥JU1H：人ゾ）諸行為
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(il:7) ご： J'・. 「近代（I')J, ' 1)i）近代ー いい.：＇，

［：， ペルパ：~＇rl Sl'.'lJ’， ;, 1'J制JC'>i~ιJij L !VJ I手i •. ¥ ,・, 

：ド，，，；－jうJ,I ;~ .－、元凶作！なぷ~！IJ Lぺ。 γiお，1, fell" 

1:1＇司υ，［）止i1: il: I 1.》J佐，／iゾI: ;i; -:'.. /l : Iんt二i

'i-'. 1,: -;'., ¥; ；／）己主， U、 ノL、＇：， 11，：，ぶj ' '11 /1、

'Iり，.)1＇！.点！？ ! }.: l手業’夜明！ r子千本’主J1i'b'i I -' ・，もf
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jりけ、単に企 't.'.'-f'; ') {, J'I'イ！、ゐ・h十’IL:.ベ，・.. : "t~ i fれ！

か J ：二こ ii:, 一：，・.－、絞れ、／：j ： ν ）！リ •\I i i仕立川、

+I) とt J ~lj.ハ l1I，点 L 町人十九 i こ ~i I ,,i_,_;;1長を1'1) H・.＇＇；行

,. 「近代f内jな符＇，＇＂；行＿ L •月一三， ヱペーで行ノこ〆 j)'l!_-,"r' 
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れ＇）＼＂（， ~了 1lliI jij: f ¥::IY1 J Lち；＇ -: 二； .¥ t・ L、。

(ij: ii) ！被科、川先；，ffIr.: : ;,;q 口、•｝11L·- j辺l門的［

L、＿，い r ろ：・＇ -.: ・"' f、・jn ,;", r'/J ）• 均気、あ之、企 YI 人1

{f！ し、＇ r.~ ：m c jモ；i ()''!¥ /'; f、続十：H ) i ', "i,';f]/1',! 'I " 

i/il kてtご「り ｛，J'l'IYJ仁時f11とがnf/u三－；：：,P, 'I' i’也－；jごしi J杓J外

lご1ちろ従業口ゾノドi!WfJ仁〆川、「Ll ,a !. ! /;, 三：れ制度，｝ . f＇，「！／、J

( ご ': ＇＇布［む（； 5-fi動計f千円安｝JI!) ＇いぺ万 He"l fJ再／（，！＇.

I , d三；{c｝ノタi（！＇：； ノハi,'.fl;::・ 、戸 Lt.:f,f セJ¥Itり；iJ、（刻、（：I,

U、，治~＇I 台！呆；さ立ロ）におけ乙 1itwr-rt~ ffliに.J.11 Fノ1

という ー般的行考え：んによろも、りだし時；： :・,1 tる。

(i主9) 二jt、パ！業務執行取ボi11丸常務）［＇／ f'.i；役プ；／ii

；＿［仁l*ljる税制、り；（（[iit，政府1r,t,'ri i交，｝＇，定n,1;1 Fl'i＞悦i
ii：，従、A役ρ；11'1:l"i義務なとi－，－－，ピパi；：つ

E 主要な改正点

1 行政統制の強化

繰りかえすことく，行政統制の強化は，インド会社訟

の主主要な特色であり，また今回の改正につヤても指摘で

きることである。ここでは，側々のJ'f,;'.(!,r1J（承認）事項

の問題とは別に，会長i制度全般に対する行政監督機関の

権限の拡大と強化につし、て検討する。

II) l司法監腎から行政監符 J、

0社訟は， その監督機関として，第 Iに裁判所きとおい
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日、るっこの裁判所とは一般に各州の尚三裁判所を指す 広範な権限を有するとともに，刑事裁判所としての権限

恰 10J', , 1,k'¥'IJT'iiが会社法上の問題について苧ー般的な｛f も認められる（改正法S.4による S-lOEの改正）。

轄権を flオることは，諸［雪に共通することであり，これ このような会社法委員会の準可法委員会（qua,吐ーjudiー

は，会打誌が法人としての会社、経常者，株主，会社的 cial commission）化（i，十1初提出された政府案には存在

（転者カゐらなる権利関係を規整するとし‘う歴史的性格かん していない。法案は，単に後述の一定権限を l裁判所」

・:(<J；普lかれる二とである p も〆 lともこのん判所の監督も から中央政！付に将転する旨を規定してし、るだけであるc

,¥1;本・ f1)cf,1,l,j定款のだで，減資およぴ清算に対する監幸子 iム案の趣旨説明は述，＜.る。［行政改革委民会（Adminis-

とL、う単なる会社関係すの手！］＇，写関係の校柊かん，第 203 trative Reform Commission）の勧角（花5）は， 1956年法

条に定めるような詐欺的なをの会社経計八の関与のうじ にもとづき現在裁判所でなされている機能につし、ては再

期間の出丘、；~；：，~17～4日7条に定める職権放片iまたは失う 考の余地があり，本磁的iこ行政的性医を有してu、るもの

：；，；：坦に問す心諸f伝限などにJ外られるように上りt占初i：由江に につk、てはy.丸行月：fに移す》くきrt依ケ告してし、る。 1，百委H会

会社経i
摘されえよう｛γ11＇。 中央政H守に移すoJ(/Jc 6 ） 

しかしより重要なのは会社法上の行政監督の強化で これらの権限f'i,符事項には，（1）基本定款の変更のi怒り

ふうc このような機関と Lて司会社丘、は， i11 Lji央政府 (S. 17), 12）物上担保登記簿（registerof charge）のJr五二

(';Iミ民的には会「上｝.，） , Departmentぱ Compani府八f に関する惟｜肢（S.141), (3i特別の事情のある場合の総会

fair臨ん 121会社法委li会代：ornpanyLaw Bo,ird'i, i3）各州 招集権（S.186), (41訓ヨi発行のおば（S.79）などが挙げら

におかj下る登記.，.，，’ iRcgi只trar）合定めており， Zれらに れている。

ぇtiff竹に「1.ll--lる強大な監督権を付与してu、ることであ LたがJ》て，政府法案のレベルでは，まずこれらの4

L この他会制法上の諸11¥l遁に／ル、て，1,,11:政府に拙l可す 事項についと中央政府に移管し，命令をもってこれらを

.;・,i住限を釘する 1ヰll¥l委ti会（AdvisoryC円rnmittee): jlf度会社法委民会に ~I議することを意凶したと考えられ

お工び会社法t¥1；こ（土問定がないがー会れ：i.t,~ i;l会ドにあ るが，合同委口会段階で現行法の会社法委H会への直接

IJ「ンに±＇.とを 4地l戒に分け各地域におL、て伝記干：Jの監 持率忌と同委員会の準司法機関化ということが明示された

仔その他ィじはf¥Hを1干する「地域存立官官（RegionalI lt- といえ上う。

rector') ＇が院か ji ごし、る二とも千ti己主れよう•；： 2ゥ この運用にっし、亡は，会社IL、主主ti.会の規則および関係

三のうち会社法~H会は＇ 1%九年の改一止に際して，f'!-,t 命令を険討しなければならなし、が，同委員会の性質によ

られ1 中央政附の監幹1告の部を移設されるものとされ り，従来行なわれてきた行政機関としての裁量権（例：

ごL、た勺この芝日会；土日ネ以下の委民よりなるfr議［協の 会社関投資の）現制）と，裁判所より移管ーされた準寸法権限

機関とされ 1971年5月4日現在， i！重i主により会社法上 のご者のti格を併せもつに至るように思われる。とくに

:¥O条にわたる司：央政府のほ限が移i泉三れているつ 。有者（裁量権行使）については政府の経済政策とも関連

二三におけ乙F刊につ，， .ては、 1%4年・会社法委員会 し，来たしてこれについて準司法機関たる委員会がどの

1手続）規制川、nmpanyl.,iw Board (Procedure) Rules, 程度有効に機能するのかどうかについては疑問が残る。

1%4）に定められてし、る lパ 3'0 これは，委員会の会議， この点につL、て，先述の行政改革委員会の報告書は，こ

定足数、 F似し』こ＂）＇，、 －：，じめるが，その場介、平I］’存関係者 れらの裁泣権の行使機関として， 196：，年改：1U:ムにより大

に昨今：問の機会を 1，；.えることを除けば，必ずしもt¥'!,i］法機 1μ／れこその悔阪を縮小c':'il-た第410条により設けられた「諮

問＇：： :11.、えず、！｜？央政1刊の一行政機関であ とと r'jえら ！！日委員会（AdvisoryCommis日on)Jを子定し、これに会

れるγt今 世間投資，経伝陣の選任，報酬，罷免に関する権限を合

ノ？恒lの改1U土，その三をはの定liを5人以内から舟人以 仁川1]()J},'i口の裁Ii＇，；陥を｛、j"}j-せしめるべく蝕；号しているこ

内と問はするとともに、委員会に政府上り委n主主れた依 とは限立さるべきであろうUl7）。

Ii!!すon.n上び担当地域を委民会内の各子ームに特化させ (2) 行政監督の強化

るために Benchの構成権を Vえてu、る。この各 Bench 次に政府の一般的監督権の強化として第21条による第

は， ftιIf訴訟法上の［裁判所Jの後｜肢を授惨され、その 209A条の新t没を挙げることができょう。

-fl［ゴ」事件に J八、て， p止処fi＼出命令権， d人喚問権などの 第2り9条は，本来会社の帳簿備霞義務と取締役のその
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00覧権に関する規定であったが，1960年の改正に探して，
主主記官および中央政府の任命する官吏もその閲覧を認め

られるに至った注8）。これにともない会社役員は，これ

らの官吏の閲覧について相当な一切の助力を与えるもの

とされていたが，これらの帳簿に関ずる情報提供義務は

法的には存在しながった。

今回の改正は，これらの官吏に綬簿閲覧権に加えて，

会社取締役・役員に対して，会社業務に関して必要とす

る一切の情報請求する権利を与えるとともに，民事訴訟

法における「裁判所」としての権限を与え，必要な場所

の捜索権，証人の喚問権，一切の場所における関述書類

の閲覧権を認められるにL、たった。

この立法趣旨について，法案は述べる。 「・・・・・・この濁

覧の問的は，単に会社の運営を監視しつづけるという点

にあるばかりでなく，また当該会社の業務活動における

効率性を評価するというところにもある。また帳簿の

閲覧は，政府に対してその稼得した利益額を正確に確

定することを可憾ならしめる。そうでなければ，三れは

課税目的のために十分に計算されず，二重量緩簿による所

得の隠匿，経営者による個人的粉飾のために財務資任の

誤用，資金の滋用などが生じ，このことは産業界自体に

恒常的な危機をつくり出すであろう。支えこのような不

法な閥的をもった・…・会社営業における失当管理につい

て知ることは，中央政府に会社が解散という事態になる

前に効果的な五色手段をとることを可能ならしめー

法上の監査役が会社の計算書類およびその適正な維持に

ついて真実かつ適正な見解を確定する点につきどの程度

その権能および義務を確定する目的もむしている（傍点

筆者）。」｛注9ノ

したがって，この改正は，登記官および検査官の適正

な帳簿維持のチェックから， 1）会社経営の効率化， 2）課

税（とくにフヲァク・マーケァトの規制）， 3）夫九管理

に対する迅速な処置のための恒常的監督， 4）監査役の責

任の監督（後述のように監査役の問題ほ，日本法のそ

れと異なっT二rfースペクティブであるが閣題とされてい

た〉，という広範な意図を有しており，さらに付言すれ

ば，従来の会社規制の観念を超える可能性のあるととが

指摘されようの

この点につき，従来の中央政府の監督規定である第234

条および第2'15条以下の調査（Investi匹前ion）との関係が

問題となる。

第234条は，帳簿維持に関する登記官の権限に関する

規定だが，これは会社が帳簿類を破殴または改変したと
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考えられる場合に遮用される。したがって今回の改正

は，無条件にその実質審査権を認めたという点でより強

化されたといえよう（田町

次に第2]5条以下には，一定の事由（一定数の注員の請

求，裁判所命令または会社に詐欺，不法な行為，役員の

職権濫用のある湯合は中央政府の裁量）のある場合に，

検査官（inspector）が任命され，かれは会社の業務の実

質検査を行なう旨定められている（この検査官の権限は

改正後の209A条とほぼ同じと考えて良い）。との報告は

中央政府に提出されるものとされており，これにもとづ

き，中央政府は責任者の訴追，解散の申立ができるとと

もに，第6節，職権濫用および失当管理の防止に関する

規定にもとづき，裁判所への救済の請求などの他中央政

府の独自の権限である取締役派遣をなすかどうか考える

であろう。

しかし今回の改正により， 235条以下の調査に関する

規定は，実際には社員の申立のある場合に適用され，政

府の裁量による調査は， 209A条により十分に担当官吏

は権限を与えられてし、ると考えられるのではなかろう

か。

なお，前述した1960年の改正後，会社行政に関して，

会社の不＇＇＇ 1な経営を防止する機！鶏として，会社局内に険

金部（Directorateof lnspection）がおかれ，その下に f

ンド各地域に地域検査官（RegionalInspector）が置かれ

て，かれが中央の検査部の指示に従って検査業務を実施

していた池ll)oおそらくこれらの検査宮の検査活動の強

化をこの改正は意図しているのだろうが，現実にどの程

度，恒常的な検査活動をなしてし、るのか不明である。

いずれにしても，今回の改正がどのように有効に機役

するのかは，検査官の量および質に大きく依存しており，

将来の検討に待たなければならないにしても，政府が（nl 

らの具体的理由がなくとも，また事前の連絡もなくして

会社の全業務について検査しうるということは，会社に

とっては大きな曾威であろう。ごの意味で，会主主経営の

近代（合理）化のための恒常的規制を可能ならしめるも

のとして， j重要な改正とし、えよう。

2. 経済機構としての画家

周知のとおり，インドはいわゆる混合経済制度を採用

し，国民投資における公的部門への投資比率は， 5カ年

計額の進？？につれて高くなっている（注12）。

また会社制企業だけをとってみても，公社，政府機関，

政府会社という政府の支配下にある企業は，インド企業

のうちでも重要な役割を演じている（第1表参照）。さら
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加えたものと考えられる。
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1973-74年におけるアンダーライターによりアンダーライトまたは引受けられた額 （単位： 1,000万ノレピー）
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に1970年の14大銀行の同111じそのi乏の民係会社の国有

化により‘金融剖111~におけるi昆家の長~tt；丸ますます

I司）（しているとυえよう。

と；に長期・資本金融における公的金段、機関（Public

FinanじialInstitution J の役割i主、十こぶる大であり少な

〈どもすでに刊行）午の段階で、 「シドグ）企業の資本~ i主

(/J,j i乏けに J ,,, じ7ょζ｝か三；IJ}:II己1/Jなi乞t;1Jを果J’こしてい

や（第三夫参加j。

し7りもし唱 こしり上うな事情にもかかわらず， r 11'.:間企業

の;jjlj度i'l'J村一千llな 企Ii！：，とする会祉法u体に；土，その活動
に／けする政府川liiJC7〕強化といら［船出を1;i'i:t；工以上のよ

うな実体と i立母には『＇） ＞ケしていなか》たこのことは，

会社必；主企業のi!}l]I主的十＇1L判λを定めるものであり，悩々

の｛C!t政策は 符日1;;J;.t；主びそれにもと Bく政策により

i主)J止主JLる；＇ ＼であるというfょi＊充的｝ど、千7によるものであ
だと＇， ＇＿；~上ろ；Ln,

ての主うな伝統的なi,f土法の考えにけしく、ノ；－U,Jの改

」u土，これ・＇！：＇. iiiえ上うとする右前i主たはその,l)j:jfがみら
1しるようにjどわれる。 '.'f¥l；土唱えの公的金融機関と産業

政策の閉山－，－・i,t，おど（上会It資f立であると考えられる

1ポ己ヨ企に;r.J，る考え方，第：ii土，政府会社の悦，;'cて，T）拡
大て）J，， るつ

111 公iJjで刷機関と坦業政策

己1(ihl:i;f;3；会；土，会社法第4A条に新しく｜公的余融機

関」！f'uhlicFinancial Institution）」を，1::；主し，戸インド

｛口用・投資之とH::Industrial Credit and Investment Cor 

μoration of India）」、｜インド産業金融公社 (Industrial

Finance C、orporationof India)J, インド生命保険公社

< Life Tu山 ram二cじorporationof lndi日JI, 1インド・ユ

ニ、ゾ卜・トラベト（UnitTruごもtof lndia)Jの5ち量隠の

｛也，，p央政府，｝）指定する，中央議会iLにより 3没i置された

または中央政府がその資本の51'1S以上を保有する機関と

':s ttごいゐ：／I'll0 

これらの機関は？今［1j，次の 2／，（に才打、ご会干cjj去中に

制度化された勺

その Iは，は1UJ:、第li条に上る第 l州 B条の新設であ

る。後述のようにこの第108A～じ条の新設は，テイク・

オーパーの規制を目的としているといわれるο二の第108

B条は， 「同 経公約もとにある社同法人J'il 15）が， ft¥.

または共同］で他の一切の引受流み普通株式の10%以土

を保:ffしてし、る場合に，その株式の一部または全部を談

ぬしようとするときは，議波株式， ＂~；受人の氏名，住所

その他0）＂手前Hを中氏政府に告知することを要求してい

研究ノート v

る。この場合，中央政府は，この譲渡の結果取締役会に

変動が生ずるおそれがあり，かつその変動が会社または

公共の手I]誌を害すると考えるときは，その譲渡の禁止に

関する掠置とならんで，それが新しく設けられた第13付

則に該汚する事業の場合には，中央政府または中央政府

の指定するその所有7干しくは支配下の公社に対して，そ

の械式を市場価格で議i度するように命ずる権限が認めら

れた。第1にこの第u付貝lj中の産業のリストは， 1956年
「産業政策決議jにいうパブリック・セクターとされる

べき部門であり，さらに1970年の産業政策におりて「コ

アー・セクターJとされた部門と董なっており，いわば

インド産業発展における戦略的分野であるといえよう

仇 l凡第2にこの規定ではqiに公社（corporation）とい

う語が使われ，公的金融機関という訴はみえないが，カ

然これもたまれるであろう。またたとえそれが他の工業

企業であるにしても，国家ないし公営企業が，その戦略

産業における企業を，本来私的活動であるテイク・オー

ノミーを機会に，強制的に民収しうるとするものであり，

画家の戦略産業中の地位金上昇せしめるものとしと注目

されるi/117＞。

第2，＞！，（として，第11条による第94A条の改正がある。

第9.JA条は1960年改正により設けられたもので，政府が

公共の利益のために一切の会社において有する貸付また

は社｛立を株式に転換しうることを規定してャた。今回の

改正はーこの際中央政府が会社にその基本定款の変更を

命ずることができるとして，手続的問題を解決するとと

もに，新しく公的金融機関の保有する社債・貸付の株式

転決権についても同様の子絞を保証した。もっとも中央

政府の権限は optionの有無を問わず行使されうるが、

公的金融機関のそれの場合には optionが惚保されてい

る場frに限られてし、る。しかしこの点についても， 1970

ffーのヲ fセンス政策戸別は，このような optionを付す

る方向を示唆しており｛出品，これによりi宮家機関による

株式保有を通じての民間企業ーーとくに大企業一ーの経

営に何らかの形で関与することが予想される。

さらにこれらの金融機関の関－りする会社の監査役選任

につL、ての中央政府の承認権も指摘されよう。改正法

第2:l条は，第 224条を改正し，これらの金融機関により

その株式の25%以上を保有されている会社は，監査役の

選任につき中央政府の承認を必要とするものとしてい
~ 

{CJ。

(2) 未払配当金の処理

改正法は，第18条により配当に関する第205条の要件
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を強化し，従来はl庶民ljとして純利益から前諸年度の治失 けである（注20）。

を控除した額からなされるべき配合を，さらに10%をこ どの程度このような未払金が存在するのかは不明にし

えない法定準備金の積立後の額からなされるものとし ても他21人第1次的には国有化銀行を中心とする指定銀

た。またがj諸年度の南保利益または積立金の取り出しに 行の資金供給~:.l;を増大せしめ，長終的には国家歳入をう

よる配当につL、ては中央政府の定める｝え良！Jにし三がうこ るおす『三ととなろう e この点についても国家の経済主体

とを要するとしている。 化の一端をみる二とができるように思われるn

より興味ある改正l土，；；＼｝19条によるお20SJ¥～B条の (3) 政府会社（GovernmentCompany）の範関の拡大

新設である。 インドにおけるパブリック・セクター企業は，1）政府の

[ii］改正は，第1に配当の宣言後41口以内に何らかの！ 宙、必・企業（departmententerprise), 2）特別法にもとづき

清〔ムとえば住所変更，株主の死亡jにより実際に株主 設立さtL，た公社（corporation),3）政府会社からなってい

に自己うされなかった郎分を，その後7fl以内に，会社 る。これらの自主性は上に述べたJI阪に強くなる（注22）。こ

が指定銀行に開ょする l未払自c~i金口座（Unpaid Di、l の政府会社に関する規定は， 1952年の Bal市ha委員会の

dends Account）」に振込むことを義傍－5,tており，この 報告書には出てこない。 1957年3月の段階で74企業あ－，

iMむ、については， 12%の利息を付さなければならなし、。 たものが， 1974年には450と飛騨的に増大している（注23¥

第2にこのように未払配当μ座に振込まれた配当会は， その規模も，比較的大規模なものが多く，インド全会社

3 'FIUJ，その在日度請求悔者の請求に応じて配当金として 企業Iドの巨大lOt土を独占しているはt2-lJ。

支払われるが，二の 3,t「令の経過後もり〈額のある場（＇，には， 1956',f会主i：法l士、との政府会社を，その株式の51%以

この額は中央政！0の一般歳入会i＋はeneralrevenue j二が中央政府，州政府またはその両者により保有された

account）に停転される。もちろん訪求権二行は， u、つでも 会社と定義している（S.617条〉。とれらの会社は，すで

Uoそらく時効の成立まで）中央政府に対してその権利 に政府により支配されているので，経営権については会

を証明し配当金をうけることができる。 社法の一般的適用に際しでも問題は生じないであろう。

政府法案の段階では，この規制はより厳しく，配当’＇i'C しかし民査については‘不都合を防止するために，イン

言の後7日以内にこの金額のすべてを指定銀行に設ける ド会長Hi:［夜院E長（Comptrollerand Auditor General of 

「配当金口座」に振込むことを義務づ；Tていた。 India）の助言にもとづき，中央政府がこれをなすものと

いずれにしろこの立法の目的は，利益が現金化してい し，この監査役は，政府の会社検査の最高責任者である

ないにもかかわらず配当の宣言をなすことを防止するこ 会計監査院長の指示にしたがい，政府会社の監査を行な

と（前半部分Jと，経営者による株主に；支fムわれるべき い， l;i;f.査役報令書を会計監査院長に提出するものとされ

資金の濫尽くずなわちブラ、ソク・マーケソト化）のr'.1i1L ている。監査院長はとの監査役報告書を批評または補足

とされている。しかし会計規定の改正などにより、これ することができる。さらに会社の年次報告書は，中央政

らの点は改められるし，現実に大企業の場合にはこの長J、 府が社員であるときは議会両院，中央政府・州政府の両者

にっし、て13発的に合理的に処理されているとしう報宍も が社員であるときはさらに州議会両院，また州政府のみ

ある住19）。 が社員であるときは当該州議会のみに，監査役報告書，

したカ；－ノて，その詳細は規則を参照しなければなんな 上記の批評，補足意見とともに提出きれなければならな

いにしても，この改正のうちに fLドにおける会社制度 い（S.619A) （注25）。このように会計事項についてはこ

の基本的な考え方を nll＇，することができるように思え れらの会社は最終的に立法府の監督に服するものとされ

る。すなわち配当は，ぞれが立言された限り，そわノは会 ている。

社のものでなく，その社員のものである〔ここまでは普 今回の改正は，滋密には政府会社の再定義とはいえな

通の結論であるλ しかしー較には宍言後来配当金の管 いが、この他にすfたに「準政府会社jというべきものを

理？？は会社であるとされる（しFてがz：一定年！被後会社 設け，監査役の選任およびその監査に対して会；；上監査院

の雑収入として会社収入に計上される）にもかかわら 長の関与・監督をうける会社（したがって年次報告書の

ず，それは社会的な財産であり，；乙 l;j；的には指定銀行 議会への提出義務はなUウ｛註2G；として，以下のような機

〔その主要部分は国有化銀行であることは十分推測され 穏により共同してその株式の51%以上を保有されている

うる〕，第2,:;I：的かつ最終的には国家であるとされるわ 会社が挙げられている（S.35による S‘619Bの新設）。

Z
 
7
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I≫）中央政府およびl以上の政府会信 との開示 に隠するもっとも根幹的なものであり，し

I）片付l政府（単涼）およひ1以上の政府会社 たがって会社法は，イギリス会社制度にしたがい，監査

川 中央政府， l以上の州政府および l以上の攻府会 役の受命資絡を，専門家である公認会計士（Chartered

Accountant）としている。（S.224）悦28）。

rd: 中央政府および中央政府により所ifまたは友紀さ しかし，この監査制度については，少数の著名な公認

イLてu、る l以上の公社 会計士事務所が多くの（とくに有力な大企業〉の監査役

r'e; 中央政府， l以上の州政府お主び中央政府により を独占するという現象が生じていた。このことは，その

所有または支配されている 1以上の公主i 立法趣おも述べるように，監査役（公認会計士）と大会

if; 中央政府または州政府によリ所有または支配.~；／ l 社グループとの／Ll］に緊密な関係が生じ，監査業務に間し

ている l以上のえti て；意弊が生ずる危険があった。さらにこのような監査業

ゆ 1 以上の政府会~L 務の少数者による独占は，公認会汁t業におけるt誌の偏
これによ句いかなくとも監査役の選任に隠して中央政府 従という社会問題にまで発展しつつあった（注29）。

が絶対的な権限を有する会社は，かなりの数；こ昇るもの そこで，政府案は， 1,,J－会社の1/i;J.査役を 3連続年就め

と考えられるハ た公認会計士の第4年目に監査役の選任については， iド

3. 情報開示（disc!肘 ure）の関E 央政府の事前の承認を要件とする旨の規定を院いてい

先進諸国における現代会任法の；；，＋（~!Bl主 将士投資家の た。この」二阪は，大公認会；；＼士（事疹r1r）と大企業グル
保護であり，二の問題：t. ーかでは取締役五イ干4の強化と ー／の悲去の規制にあったといえよう。

少数株主の保護（訴訟法［：の／gJ返としての代表訴訟の法 しかし，このぢ法によると多くの浴脱が生じうるとす

,ill~）、他方では開示 rs;,:¥:ti] ( disc!耐 urc・1の徹底をもって るfr/,,J委員会の＇J'IHViにしたがって，改正法は，その兼任

解決しようとLづ方l白］にある。 会社数の制限というかたちでの規制を行なっている。す

二れに対し，先に述へたようにインド会社i去の方向 なわ九公認会計上は，同時に250万ルビー未満の払込資

は3 政府統治rJの強化（政府の企業経常に付する間fj,)に 本の会社については20社，それ以上の資本の会社につい

よりこの問題の解決を忘；凶して十.：：， .1:うにみえる。この ごは， 10it以上の監査役を兼任できない（改正法 S.2:-l 

方向は， 11t',lit 'N各凶で問題とされるにいた J〕之テ fク による唱 S. 224の改正〕。三れは， 1956年法の取締役兼

・4ーバーのiJlff;IJiこっし、て顕著にみることができょう。 任を20社と制限する第275条と［icijじ形式であるが，亘点

これにつLぺは後述するとして，ここで開示制度一般に が監査役の企業との癒者の規制から，公認会計士の独占

ついて工＇. m < J也ごる。 化（雇用機会の不均等の是正）という方向に移行した上

インド会社w、における鴎示制度に関する規定は，株式 うに思われる（問。！。

－社債の発行の際i}）目論見書の要件，年次報告書の記載 なお先述の上うに，公的金融機関等に上りその25%以

事項についてi丈 （キリスの48i子会社法とほぼlfilじで， 上．の株式資本を保有されている会社の監査役選任につヤ

またこの段階；こ止ま， Bている。イギリスの場合， 1967年 ては，中央政府の：事前の承認を要するものとされる。

の改正に上り取締役報告書の記載事項を著しく拡大する 次に，1965年の改正により設けられた原倣計算土（cost

ことにより会社情報のf』flぷを要求し，その結果としての accountants）につい亡も改正がなされてνるのこの原価

一般投資家の保識が試みられているが，インドにおいて ；，十算については従来経営指針に対する情報として内部的

は今回の改正におし‘てもこの点は十分に採り入れられて に処理されてきたが， 1965年の改正により，中央政府

いるとはいえない（／127＇。このことは一般投資家の未成熟 は，命令により，特定の会社の原価計算書類につu、て外

と［語家によるその代位とヤうことによると忠われるc 官官監査となさしめることができるにいたった。同法は，

したがって本節の苧 fトルでかう（情報開示j とは， この監査をなす有資格者として「原価・労務計算士法

以下述べる上うに必寸Zしも，先達同のそれとは［.，］じでな 代、ostand Works Accountants Act, 1959) Iに定める

く，さらに複雑な要素が錯綜してL、ることは銘記さるべ 原価計算土または公認会，，十土を挙げていたが，今回の改

きである。 正は，！原価百f・算ゴ二の資格者のi曽）JI]のため，従来その稀少

i 1）監査市1]1主に関する問題 作を被うために挙げられていた公認会計二上にはその資格

いうまでもなく，監査制度は保示原WJ－ーとくに財務 を認める必要はなu、としてこれをはすした（もっとも中
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＇）ミ政的に一定のi王過tf,z；を議寸三る権限を¥¥'If呆せしめどい
る） (':11 まlみここの種の1&;:11'1支は，従来総会に土 IJ.i'.Nff 

? tt：：、 L,r〕ど 7れていたが司今［1,lの改正i土，その報t.i'J

が位二zに淀川 t三れることを要しないものであるので，こ
;/ tを11',t市i!i:ニソ〕宝j{'Jirfiとし、 さんに中 iた；政H:f'')If（認を

実寸るt,1〕としfこっそしどこの線竹：；t；は．それまで会？！一

法Hi.会；二＋ICU~' ,1 L ,;, tのと 2'iiてν7こが、おそんく会
け七人会li会のt佐；心J；機関｛ヒiこより企業ば件；；こJ,,.r；するこれ

んのJ，：瓜をこれにjJ{tれするのは好全し（なV、とす号えf二の

だと推iHJ：－れふが，これを中央政l('.fにtii¥Jf',iど〉ものと以

正されι｝
l~I λなし公開会ti:ideemecl public company) 

干L会社！pri,・ate引 nnpanいは，内08'1二，， (!) ( ,'(' ＇） ノ、会ii

法の改正に上り i土じ o/,C導入され f三ものである。そのJlj!

山；土、これ f;17 I会社は．大衆から広範囲に資本をJ時i主1る

肢の心開会社とはi'Jjから奥なけ、とどに会tilllfうじ；

恨の11¥i,Jミに八、ごi土必＇7,¥1：でもなL、し司ヲ1ましくもなνヒ

いうことであ Jたη しかしこの私会社巡織は＇ i'l 'i!f 卜そ

うでなL、会社の平lj)+j「るところとたり、 1948年イ守りえ

会社泣くは，干l、会社；こっ！ぜ、て公開会社と；王；E！，！］採のIlli1：，義

民を臼わせるなどの規ililJの強化を，；｝，みると土もに，｛也か

では沌例、ナこる小切桟会社のた内に特f；七f1、会社（exempted

刊 rnpany：：を認めるという私会H：の2分fじを行な ιたη

さらに19り7o'f(.IJ改正法；土、 この特免私会干i',cl）青山＼［を廃止

し、その結果可少な〈ども会社it、上では、 この公開会社

ど店、会社の取扱い，n\il ￥~は，｜淡られたもの E な－－，てい

るゥ L寸れにせに 1 〆ご干！）スにおける私会社制度の争点

は J卜七11m会土｜ーの（呆i襲1:'.11目，，っ1-;-(¥l!Jとの均衡をどうするの

かとし、う点l二｛あ iJ＇役者が最終的に優位を出め f二といえ

よう F

これ；二社L可 I > ;i ，］）会社法制度に J九ては‘情報l』j

)jての強イヒとトド川ui以［，，士、 とぐにHt間対t首jlJとの関係；ε会

社i去十一の統制！日定の適用のために私会計：を公開会主！とiぃI
－：こ取Jほおうとしている点は社主：を要するr

l'lcifi年二三社山は、 この上うな｜王分と して，公開会ti.

私会社（公開会紅の従防会tUこる私会れ、ゴ，，rrデ＼1こる：弘会

社）の1組合，；｛！.：九日、るよ.－；， 「ギ 1／正19,!8司法の特免在、

会社の制度をそ；I）主士採用しなか－－，だの多くの統；！；！規定

l土心開会トjとそのi,11/l'.,_2,t上たる彩、会社にの存適用とれ、

年li？なたる官、工＿：JUこは適用されなか－ ＇た p したがっ 7多く

の大会社は実司的には公開会干lであるべきであるにもか

かわ九仁 tL会位として径百己主れ． 三士主七の；流市リHt,:iご

を1id,-c，， 、ナ二、とて iこfLノ lもの場合，財！ぬの問題に関係

7-4 

L，その頂上会社（apexcompany）がこの会社組織を

採用していたことは，会社法上の規制の効果を著しく 号・＇！

Jわるものであったi/¥32）。

そ三で1957主fの会干i法改正妻民会（CompaniesAme-

ndment Committee）の勧11-にもとイき1960年会社 （,':( 

1F）沼、は， f也(T)1 以上のtti司法人にその！本式の2ci%以！
を保イ干されてレる，官、会竹を「みなし公開会社ー c1:'.Lて会

開会社と同様の規制に丹Rせしめるものとした併33）η

今[nlの己主iFはさらにとれを徹底L, 上記の｛也第Iに；i

{f開平均して1000万ルビーの売上高を有する私会社，第

2に公開会社の株式の25%以卜を有する夜、会社を「みな

し公開会tiIとするに烹ったのとの結果さらに多数の会

社が会社法中の政府統制に服するもの壬みムれ，この点

で本政府の民間ィ？で一業に-xr-rる監存権が強化されるであろ
ろ｛円＇.M、。

(3) 情報開示の強化

以！：が，情報開示iと関する制度的anでの強化，拡張で
あるとすれば，そのn体miでの強化は，以下のとおりで
ある η

第1に，取締役報令書の要件強化であるの先述のよろ

にイギリスの1967年訟は，この要件を飛躍的に拡大した

結果，三の報告書は会社制度中の開示原民I］に関する最も

重要な報令書となっているが，インドの会社法はとれを

7 才ロ－lていなか－，た。今回第22条に上り第217条を

&-11:L，年間1万6000ルピーの報酬を引？でいる使用人

に関する情報を取締役報令書に記載することを要求Lて

し、る（？「：lS¥

次lこ第15条は，第 187C条を新設して，会社の株式の

名儀上の保有者（nominee holder）お上ぴ実質的保有

It (heneficial holder）は，会社にけして，所定の期間内

にその腎の報告義務を負い，会社はその旨社民名簿に記

絞L. これを登記官に申告Lなければならないものとし

ているn きムにこれは，先述の登記官その他の官吏の検

育機の強化により補強されている。

この実質的株二｝の開示については，財閥規制土の問題

を関係して，長ら〈議論を呼んでいたものだが，今［可の

改正に上り，完全にすべての名目上の株式保有に対Lて

開示が要求されるに至った。なお，イギリスお上びオー

スト弓リアにおL、ても，との名付上の株式保有は，問題

をきれ，大株主につL、ては，現在隙示が要求されている

が， fンドのように全面的なものではない11Ufi)0

し、ずれにせよ，この規定は罰則規定を伴っており，立

法趣旨にいろテイク・オーパーの規制ばかりでなく， M
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凋の株式保有の状態をより明白にするであろう。

次に目論見書中の株式と場得款をおいている場合，、＇ 1

該株式が7週間以内に証券取引所に上場されなかったと

きな，その目論見舎による嘗I）当は無効とされる旨の規定

行 73)IこJ山、て， If，：高裁は， Unionof India v. Allied 

International Products Ltd.の判決において，証券取引

1irがその上場申請に／刈、て考慮する日の通知をなし口、

るときは，同条にいう 7週間の算定には入らず，上場証

券取引所：がいくつか渇げられているときは，その内－－－, ) 

に上場許可を得た場合には，同条の規定を順守している

円を判示した。この判決に対して，大衆投資家の保誌と

v ウ視点力‘ら，この効力~3'1：法的に湾した（改正法S.8 

による， s.73の改正〕。
i欠にこの開示布1]1交との関係におL、ご重要なのは，二三之I:

預金制度に関する規制である。

二の会社預金制I吏i土， fギリス法系の会れi.!瀞l度に・
般に利用されており，インドにおいても企業金融の）手

段としてlム：利用三九てし、乙とヤ〆われる。土び）実態、i三川

いてはさら；ι検討を要するが，ふ〆 Jうの産業云干上が，中

長期の企業資金の調達のために，通常の銀行預金以上の

liJ 臼を付L，返前期｜司その他を定約九広〈公衆から政

金を募集するものである。これは実質的には社債の公募

ど［，，］じ機能を果た；もの pJ, I'.), k＇校投資家、:I）保護と唾、

う点から，イギリスでは特51J1去により，オーストラリア，

yシガポール，ヴ Lーシ？におい亡は会社法＇ 1＇においで

紅債の公募とほt王11,1－のi丸山jを行な）でいる＇ 1137）。

インドにおいても，1964年以来，インド準備銀行（RB!)

がその規制を閥抗し‘同午5月iこは RB1にこの会干上預

金に関する定期的な報告書の提出を義務づけ， 1966年12

I] ：こは，その上限を定めるなどの規制を行な－，てャfこれ

今回の改正は，中央政府にその総額，条件に関する規

則制l定権を認めるとともに 1 その公拡については，日論
見書とほぼ同ーの広告の発行を義務つけてν、る（改正法

S. 7によるS.58Bの新設〉

もつともこのci.ciE占につ

の発行も現在なされている RBlの規制ほど，実質的に

大衆投資家を保設するものとはいえ子，逆にこのような

方法は資金調達を高価ならしめるだけで，とくに中小企

業の資金調達はこれにより困難となるとヤう批判がなさ

れている（注38）。

4. 子イク・オーバ一規制

テイク・オーハーをめくる問題はー最近は世界的に会

社法の重要問題になりつつある。イギリス法系の会社制

研究ノート

陸軍を採用している諸国においても，カナダをはじめ，オ

ーストラリアその他においてこのテイク・ナーパーを中

心とするより強力な証券取引の規制を開始しつつある。

またイギリス本国におヤても，従来ロンドン証券取引所

の自治的）：＼l制に委ねられていたこれらの悦制を何らかの

公的規制に変更しようとする動きがある（注39）。しかしこ

れらの諸国における共通しえ規税の方向は，テイク・オ

ーパーの際に生ずる主として経営者の側での権限の濫用

の防止であり，したがっζその税制は，テイク・ 4ーパ

ーの際の情報の一般投資家への開示とこれをめぐる経営

管の責任の強化といういわゴ潤接的な規制という点に集

中している。

これに対して，インドの場合その方向は若干異なって

、、るようにd思える。

改正法第12条は，新しく第108A～G条を設けてこの

吋題を悦制している。

第108A条は，いかなる個人，グループ若しくはその

構成司、商事組合またはいiー経営のもとにある法人(l》0・

dies corporate）が1または共同で，他の公開会社また

は公開会社の従［if，会社たる私会社の払込済の普通株式資

本｛equitsshare capita］）の25鳴を取得するに至る場合

（自己名義であると他人名義であるとを関わない〕，事前

に中央政府の承E訟を得なければならないの

これは，いわばデイク・オーパーに関する一般規定と

もいうべきものであり，法案趣宵は述べる。 「テイケ・

オーパーは支配力を有しない株主，とくに公的金融機関

にとっては，会社を支配している者が秘筏祖に交渉を行

なってv、ゐことを知らず，それに悲影響をうけがちであ

る。これらの株主は確実に利益があるであろう交渉がな

主れている場合にも株式保有の機会を奪われ，また経営

が知られざるまたは望ましからぬ者に渡りつつある聞に

も株式を保有し，－，づけなければならない 号 J（注40!0

しかしこの解決方法は，先進国のそれとは異なってい

る。先進国の規制は，先に述べたようにテイク・オーパ

ーの情報の公凋を経営者に義務J jけるとともに，その過

程におけるこれらの者の不当な利得の防止である。イン

ドにおνては，，r，央政府の承認とLう政府の自由裁設に
委ねられている。この行政監督に関するガイド・ライン

については不明だが，ごとにも，インド会社法を流れる

政府統制をみる二とができる。

次に第108B条は，前節に述べたように，単独でまた

は共同で他の会社のヲi受済普通株式資本の10%以上を保

有している社団法人または同一経営下の社団法人がその

ヲラ
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株式の全部または一部を譲湾する場合には，事前に中央

政府に対して，その株式数，譲渡人に関する：事項などを

通知しなければならない。この通知をうけと，Fた中央政

府は，その誠波が取締役会を変動せしめる可能性があり，

かつそれが会社主党l土公共の利益を曾するであろうと脅

えるときは，その議渡を主主止し， またはそれに第Bf、同IJ

中の産業に従事している会社の場合には中央政府または

公刊に対する譲粧を命ずる二とができる。すでに譲泌さ

れている場合には，これらの一切の議決権（名義人による

場台も含む）を停止せしめることができる行 108D～し

第108A条の場合と異なり，法人所有の株式に限られて

L、る。

なおこれらと第:372条仁おける公社関投資の規制正つ

関係が問題となる。この規定は，その起源、を経営代瑚人

の規制を初めて行なった19:-lG年会社改正法におき， l'lf>(i

年法， 60年法と次第にその性格を変えながら発展したも

心であり，独立の研究対象と考えるが，現行規定の概要

を紹介すれば以下のとおりである。

会社が［日］ーグルーア内のi也の会桂内引受済み株式資本
の20%，主たはその他の谷社の10%をこえて，また白己

の引受済株式資本の30%をこえて，これらの他の会社に

投資する場合にね，治会の決議とともに中央政府の承認

を饗する。

三の規定の目的は．さまざまにおじられてし、るが，不

健全な会社関投資により生じうる会社の資本構造の脆弱

化を防止するところにあると要約できょう l注41)。したが

叶て，その支配株式（とっし、てl土，上手に f引当主済株式資

本」の何パーセントという定義を行なっているにすぎな

いのである。一方今回の改正により，＆ヴられた新条l士電

その株式を「普通株」したがって通常の場，合議決権株に

限定し，さ九に第］州B条でほ， ；取締役会の構成に変

動を生じる」と，あくまで会社の経蛍支配との関係で抱

えられている。この点に新条と第372条との一！？要な相呉

がみられる。また第：l72条は，「同 ゲル－－／ Iといろれら

の中で構成されているが，新条はこの枠をこえていると

いう点，さらに第：m条はあくまで法人間投資であり，

また名義保有を含んでいないが，新条は個人投資も名義

保有も含れという点も指f脅されよ円。

いずれにせよ，両規整は，現実にはかなり貫主複するも

のと思わわ噌 fii1らかの調整が必要であろう。

第108A～B条のテイク・すーハーに関寸る一般Hi)l:
に続き，第108C条は，インド人の支配する外国会社の

株式取得に対する特川を設；Tているつすなわちインド凶

76 

i刷こ営業場所を有する外国会社の抹式資本の10%以上を

保有しているインド人は，その株式をインド人に鱗渡す

る擦には，中央政府の承認を得なければならない。この

立法趣旨によれば， 「インド国外で法人格を付与されて

いるけれども，実質的にはインド閣内で営業を行なづて

いる会泣から手を引き，その（株式の〕議渡から得た資

金を他のインド会社の支配の取得のために濫用すること

を訪止する」こととしている（注42＼との条はインド入力；，

その株式を外国人に譲渡する場合には適用されないとさ

れ，これにつヤてかなり批判がなされたがほぼ政府案通

り成立した。その他外為規制との関係もあるように忠わ

れるが子細は不明である。

これらの規制の違反については拘禁を含む刑罰が科せ

られる。

5. 会社経営の霞家の後見による近代化

会社法における会社経営者の資任の強化も，世界的潮

；市といえよう。

これらの問題解決の方向は，一方では株主総会の監管

権の強化および少数株主の和溢保護のための法的捨i宣と

いういわば外的規制と，会主主経営に対する労働者その砲

の部外者の参加による経常内部の改革のニ者に分けえよ

うが，これらはいずれも会社組織内部での勢力関係（一

般株主，経営陣（取締役），部外者である労働者）を調

在宅・均衡せしめることにより会社経営の健全化を計るも

のであるということができる。したがって会社組織の肥

大化に伴い生じつつある諸権限の経営陣内の集中とかれ

らの権限濫用の危険性をいかに規制するかにその主限定、

があるといえよう。

しかしインドにおいては，このような現実的基盤の他

に，それ以上に別の要素が存在するように息える。

これは，会社経営の近代化の問題である。会社の総会

が十分に機能しているか，経営陣の行動基準が合理的な

ものである場合には，以下に述べる諸規制は，必要では

ないし，また先進諸国においては現実に行なわれていな

u、。

インド会社法において総会の権限が弱ャということで

はない。1956年法は，先に述べたとおり独立後の民主主義

謡歌の反映として「株主民主主義（shareholder’sde-

mocracy）」の名のもとに総会の権限を著しく強化すると

ともに，そのおl度的基量産を整備し亡いる。たとえば多数議
決権株の廃止とi株1議決権主義の徹底は，他のイギリス

法系会社法にはみられないしまた権限の聞についても取

端役，経営代理人に対する監督権の強化がなされている。
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しかし，これとともに政府統制の規定をおいていること あるといわれる（／-H5＞。

；土、現実直lで総会がそのf’定された機能を果jこしえなぜ、 第九に取締役が手lj宍関係を有する契約に隠する焼制が

ど＼寸前徒にたってし 1るように思われるの 一般に政｝伝統 ある 0 ;i; 297条は、これらの契約につャては，取締役会

;l;ijにJ川、ての台開化i上，「公共の利益（publicinterest〕！ の）承認を要するものとしてし、るが，今回の改正は， 1000

／）た怖とされてL、るが，この｜公共の利益」の慨念は，さ ノjJレピー以上の払込済資本を有する会Hの場合には，こ

↓－，；こ j，~討される dくきであるにしても， ［会社経常の健才、 れに加えて中央政府の阜商iの承認を要するものとしてい

た発Ile」どい行ことを意味するにすぎなv、ようにみえる υ る（日， 28による S,297の改正）。これは一定以上の大会

L／こがハてこの町村！の対象；士，会任経営r,－に工る会社f!-,lj 社に関して矧flJ!Jを強化した例であろう。

I~~ の悪用「資産の日食1，＇手記し ect. ）に！技られており，刀｛動 第4に取締役およびその関係者が会社の利益ある地位

者， <i'H著者の係議という而；土‘ス口ーザンとして掲げる に就任することにつし、て，第 314条は，総会の特別決議

のは：JIJとして3 現実にはそれほど考慮されていない上う を要件としてし、る3 改正法は，従来除外されていた「法

である3 先進諸国では，これらの問恋；土，?'t"il次的に総会 作または技術上の顧問jを規制の対象に含ましめ，さら

により監腎されるものとされ（その前足ーとしての情報開 に：mooルt：＂ーの n収を得るこれらの者の選任について総
示の徹底人総会が従i-;;1~~；こより牛耳られ口、る均台に 会に上る特別決議に加えて中央政府の未認を要求し亡し、

少放株主を中心とする裁判所，政府への提訴，汲終的に政 るのまたこれまで三のような場｛－＼－に会社は利益の返還誌

l(fの問Jj.と1汁段階を経るが fンドの場A-，お1段階で 求権を放棄した＇ II{J1］がたびたびあるといわれ，これに対

政府の介入す『るという -f－防的色彩が濃厚であるぐ 以下こ 処するためにこれらの搬手I］の放棄につし、ては中央政府の

十；二関係する改正点を概観すると以ドのとねりである。 示認を要件とした （S.29による s.'.114の改百）o

第lfこ法，i, :;/417＊により第 204A条を新し＜ )J[lえ， 次に A 子販売代理ノ人（solesellin日時 ent）の選任につ

会仕方：I日経営代理人（managing叩 ent1および泌蓄財務 レての規制がある。三の一手版売代環人は，とくに製造

役（secretari町叩dtreasurers）並びにその関係者全秘書 会社におL、て会社と契約しその製品の販売を」－＇Fにヲi

｛乞コンサルタントおよび顧問（advi，肝）；こ任命する場 受け，これについて会社かん手数料（commission）を取

f；、；こ；土， i邑甘；は取締役会の決t誌で足りるとこんを，この 得するものであり 縫’i古代理人の重要な機能の一つであ

法律の随行後5年間事！＇JI！の総会のikiiをおよび中央政府の J けとのであり， 19：，叫会祉法は．経営代理人がこの業務

,p;認を必要とし、さらに中央政治はこの任命iをL 必要 につu、て子数料を取得すること金制限するとともに（S.

とめらば会社；こ吋してこれムの者ーの仔命条件お上び期間 :J56），この一手販売代理人の選任につL、ての悦制を定め

に閣j→る情報を清；jミナることがでぎると Lこいるのこれ 乙いる（S.294～：－，.294A A）。

J聖旨h士、 1969年法により廃止されぺ当・f;ft.;f'[l人およびft ';-11,1の改正；土、経’バ代用制度の禁止の結果このー手販

合財J創立J）経営制度が硲吉：役、コ／サルケ／ト等のかぐ 疋代j型契約による手数料取得としう万戸］にl占］ろのを規制

七引写生し J, Jふる状態を規制するものてふると樗えよノ することを日的としてし、るようであるうこの改正により

れる＇， ~130 政府は一定の産業分野におし、ごこの選任を禁止する権限

1bこ立と閉会社またはそのf引til，会社である私会1l：業務軌 をlj.えられ，第2に会社の利害関係人のこの代玉虫人への

1 f取締役および常fi'i取締役の選任に関する続出iJが強化三 退任にソし、ての中央政府の承認を，必要とし，また5007j 

1] ，＇.こ。 19.~fi司法： i, これらの業務に直後Ji》A1ゐ取締役の rレピー以｜：じうまム込済資本を右・する会社につL、ては， J 切

めllι1111 （！）任命i~· ）L、てのみ政府の，t,1J1iのギ（，：i，を安すど》 のこの選行に，－，，，、て総会の特別決議およひt!J央政府の水

l，のとしい、f：が；： 11,, 'r'l"iの己主Jいこ tI). ・l;JJのf{{ft, 必を必要と，＇＜ ALるにL、f二一Pよ二 川.27に上る S.294λA 

に’ん、ご必要とされ唱，＇＜ ~）＇こ政府はその11：任期間〔最長 の改1U。

日f干＇）；こ J I 1，＇て短縮しご承認する権限を与えられるに jご 次に第：-n条による第 408条の改正は，ノ，［11］の改正のう

ている，s.＇.！わによる S.269の改j］二）.• これらの取紛役 らとももずとも重要なものの一つである。第408条は，ιI'

が会社経営の仁ド枢部にあり，権限の濫用の 11f能性が五l'!, 央政THに，会社の 100人または総議決権の10分の l以.L

J~＇.、にもかかわらず、仔命が一段たされると 5!'tfUJは、 の社l1の中清または自己の裁訟にもとづ〈調査の結果会

たとえ不都：，が生じ之助台でも裁判所の判決による以外 社の経営が社民を圧迫するまたは会社若しくは公共のキlj

解任できなL、とν、うllil起を解決するのがこの也法滋旨で 主主を主する様式で行なわれるのを防止するために， 2人
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の取締役を3年間派遣する権限をI子えている。このよう

に政府に取締役の派遣権を与えている会社法は，イギリ

ス法系の他の諸国には存在しない。しかしこの規定も当

該会社の取締役が多数である場合には，取締役会におけ

心発百力は皆無に等しくなる＇ ii.判。そこでぷ図されたの

がヤ｜「！｜の改正である。改正il北電ニhらの波締役数を

中央政府が，書面の命令に:ts＇，く，会干！？株主または

公叱の利益を保護するために必要なものとして掲げる

i）：」と｝！（~制限なものとし， q，央政府の斗れらの取締役に

対する会社業務に関する指示権およびこれらの取締役の

中央政府に対する業務に関する報告義務を明文化してk、

る。

最後に， 250万ルピー以上の払込済株式資本を有する

ニ，i'l.lこ対して，秘書役（secretary＼をi民くことを義務つ

けてL、る cs.30による S.:lK3AOJ新役，，， 二の秘書役は
1171＇.人lこ限られ（注47），また絞ffは認められごヤなャ。秘

市役は， fギリス法系の会全！設、にみ「）1,1こ〉ιのであり，原
則として取締役や支配人と.~なり会社を代支する権綴を

有していないが，近年会社経営の複雑化とともに取締役

会または業務執行取締役を補佐する盤婆な機能を果たす

にいたっているとし、われる位48＼したがって今回の改辻

は，一定以上の企業に対してこの設債を義務づけること

にこ t）.省能な経営管理者にとる会1H.f'f/:の合理化を11J

1症なん Lめることをめざし lごし、るとャえと与が，一方これ

に亡り，：；，等教育をうけた失業／'i全救if'iする趣旨もあると

いわれる。いずれにせよ，政府取締役制度の拡充および

ft! ， ~ii生の設置強制は，単なる外部かんの政府統苦手jの強fむ

というより，経営内部からのインドの会社経営の近代化，

プ pブエツショナリゼーションとして注目される。

〔iギ1) P. B. Mukharji判事の聖書約によると， こ

司法統制は，（1）会村vJ lit :,'fおよび定款にl刻する事項，

(2）排trt,131会村山総会ntm1桜，（4）詐欺的取締役に対す
；，仁l市＇＇ (5）会社内の経伝． l ii;!, /・ (oppre回 ion）に

I川！ヘ統制，（6）会社のU1,,i，，ド右 Ii, (7；；、ti:治算業務に

けドb 統制c!J7七'.Hfに 'flM1 " 1, ；＼つい（;overnment & 

lurlicial Controls of Company 111anagement in In-

dia，＂’l'he Indian Law ln~titute, Proceedings of the 

Se楠inar・011仁制-rentPγvble111s of Coτ·p·•rate La≪々、

lvlanagement and l'racticゼ， 1ちも4,p司 :12：・

〔注2〕 この会社経併に%ずる行政監督。ノ問題は，

1956ij二／｝：、山例記佼めまくるしく変巡［てL、るように），.

剤、立Lて取扱われ；＿－， • 1:1.~u 1 ・, v二｝／，＇bli乙。

行etl〕naによると1967=4三：.：IW, , 1,' .,J久；{.fn 維持Hこち：JL 
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ては，132,f!PJ;iにのはり，そのうち製鉄総事説は55事ザ！

「とある。これりのうち本文中にも述べるように1972°1'

段階で30事叫に勺し、て会社法委員会に移識され， 14'li

Jjjにつし、ては地域駈督官に移談されている。なおiJ，；己

LιJI .: 11,'c/JJされるへき事与iii, 1%7 ff一三il:killあ

ー F0 与ethna,Indian Company Low, Vol. 2, 1967, 

pp. ］（ロ l18.なお地減益賢官I: , JJ,1.ずし .J／ヘイ，カ

lノカッ夕、 与ンプjレ，マドラスにおか＂＇ ・) ＼、る。かれ

I iし，it.'.）） ような E訂正'I'..nf f長引他， (;r. ,;t.'. ＇！；，むよ！.r;1 Ti人

( official liquidator）に対する行政恥併権をれするもしっ

とされている。

〔it3 ) Sethna, ibid., pp. 242-243. 

〔i:J¥4 ) こJ）会社話、委員S,がどのような川山をもっ

,,'; i j i' 1 ' i ，！） かは不明である 0 • l川＇，，＿l}l[(ffには，

:nu、， , I：りよきかっ使究fドJI,,・W山 lげ αii I士， .L
%j ,.1 )lf！日 i J、fl¥にもとづく中＇＂政府.，怜 iJ:1, J 7J'.約

能そふふj心 cl'委員会を設計｛すよJごノしか中 lIけと考

.I ' I., きらに機会－.， '・ ' 1，七＼i，，元町j' f丸、て，

そのヒントとして revenuematterに関してi総司法脈

問［向性格を有する大蔵省の boardsの有；許ーが示唆され

了いるが，ニゴ，委員会が準，fjil:機関なのかどうかはl世J

んかではなL、。なおこの委員会は証券取引所に士、.jI. 

/, i医科INを有ーするとL、才、れる。 Ramaiya,Guide to 

the Co111pa11ies Act, 6th Ed., pp. 81 ・820 t, ，とも

ん.,I[ ,, Comj>any Ne四s& Notes ', Legal Section 

: j二＂＇＇会 n会の決定が錫載され（｛、fカ＼ これは司1
.. J,i、約九：J・" 1. ての1生質が強（＼，、よ，：， ,. ，リド4 と＇0／二；；；こ

V J改iLj日商iiに号rJらかに準司iL機関である Compary

Tribunalが殺寵されてL、るが，これは1967年に廃止

されてし、る。主たこれ改正により， l,こヰ；かなリ ）（ ざな

絡1irJ村！を有していた諮問委員会日〉格以l立大幅に縮小雪

れている。これらの関イ系に＇＞（、ては杓楽研究され之、必

.• ，；：かあんう。

( i主5) Administrativ Reforms Commi月 i,,n,Re-

porι“Economic Administration，＇’ p, 81 JパJこハ

（、ommissio日u,Working Grmq予し；，{i ＇に！日i：，~1 ；こ ＇）

い、 1/）裁半IJl'/fJ、れれを市イ減・， ＂＇＇人 ，：，I . !fl.要弘向業者1；，↑f

l’ Arlministn1tive Tribunalを，デリーに Appellate

Administrati,-e Tribunal を，：止：，，，・－.1べE旨捉場唱して！、
句
J，、御。

〔il6 ) Companyman Publications, 7 he Compa-

JI/（～ （ i1川内1dment)Bill, 1972. 

( ii: 7) Administrative Reforms Commission, op. 
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cit., pp. 76 77. 

（注8) 1960斗ニ比）制定山ために託生けられた Com-

panies Act (Amendment) Committee （通称シヤス l

j必討会〕 i:J:, ｛＇／：，：＇~＇！］にこ J） よ 7 な縦l;H をういえる必 ti:

，＇，定しこ L、る。 TheRゆ川一t、iリ：C,7,p. 76. 

(, i' Y) Companyma口］九il,licatiけ川、 μρ.cit. 

( +JO) さら！こ付，0;--r)' 't, , i日：仁、主主正記官のも

1:i出されることを’＇J¥:! .＇，文，＇，：；乙 lと，かilは，

情報。ぷ rf説明を＇，＼！ ;j、 _:_ .~ ／｝＇ぐきるが， 二

J〕ようなよ，I；に全く l渇｛品j)ない ・Jp;jにつL、ご：Jf,,J (! :') 

i色1技も irしない。 Ramaiya，ο，p,cit., p. 404，改正第

209糸は，こ，tl ：， ゾJ要件とはfr.:く関係なく，無制IM.に会

祉のーi;IJJ）帳簿書類をi見i覧＜.：＇きるとと hにそれに関す

て→日Jの情報を要求できる ιーある。

1 , 11) Administrative Reforms Commission, 

／ふ・port,pp. 78-79. 

l;i:12) 各5カ竿計l向 ！；J乙JL', ・a; I＂）に tj,j <; N:交配分

Ji' fl, ii以 FっとおりてあJJ。

(I執は： 1.000Jj ，；ピー）

公的部門投資 民間部門投資

第1次計画 1.560 J ,800 
第2次計岡 3,731 3,101) 
第3次計丙 7 .129 ,1,190 
第4次計両（予定〕 13,655 8,9割］

r I，い斤j Govt. of India, India ・¥ Ro，，.，.，，山？ Annual, 1974, 
p. JSS.なお第4次計画分にげ 巴工Hp.160より。

(;I：・13) これは， 195fi’T J./M’（L' ／υ＼＇W作業をな！た

（川口1pa.nyLaw Committee , , : 111J !,'/ ：述べ，.，れて

いる。 CompanyLaw Committee, Repo1・t, 1952, PP. 

12-13. 

（注目） この中には州政府力機関を合んでいない。

Ci主15) この概念は，独点法の適用とも関係し員主要
なものである。その定義につし、ては主席370条を参照、川

こじなおこの 370条もノ；・1"11:',:l上方なう Jl t.: Oこれ：

,1:,1：；，；については近〈検，；－， J :'., i-;[' ・. v，る。

七日L6〕 1973年の「t'i'I.Ji"£｛必..WI J二政府決定jに

J なお｜司7／~定によ t , . , :d:i1, 1111,1・ i::nA部（1956

tト r~：’業政策決議 lワ 1司家［：利保される i部門）：子川、て IJ , 

パフリック・七クタ －.） ふにわ刊以＇ H，む＇＼ B t;fl (f,;J,J'. 

l議℃は｜£］家が漸増Ii）：こ椴なしうる部門〕 I: .山、て，

れが小規模部門に留保されていないものである｜浪り，

財閥系わ上 TF外資系が参入しうる剖WJで札る。こ J)i(t

4「l い亡は，Govt.of l nrli氏、“（;uidelines for lnduー

パtrie、1974-75.”
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（註；17〕 これは，いわゆる「ジ aイント，セクター

(joint sector)J儲似二関係すみ。上；i:73年の決'.iit，こ

れにつし、て「・・中央政府および州政附はifJ.械にまたは

公社を通して民間企業に株式参加（equityparticipa-

tion）をな； きた＝一」と述べ，：，。 ：｛公弘 （； 'ii金柔

!t:え.， 7トu，土くに似 1/ic.i. , l',U h＼こ＇. ＇） に倹

,,) ¥ ! Iふ1::::/6であるにせよ，草l(I:; ;,:,: •. :, 上うな

討し／i '' Ji; Jにl:J）出発点、は， 19βg,i.〕，グッ i委員会

/Jnd口stria!Licensing Policy Inquiry仁川nmittee）’）

f~··；与がである三いえよう。こ ν ＇ iJ,f.i ！伐に l 工， J'l,J ’Aピ，公的

金融機関ω企業金融における役制J)J°('//J!i（注3参照〕

があり，またその結巣としては，後述、りこ VJ種の会社

合政府会社心 l"J様の公的！監貨にせIJl,iしめるということ

'. ーふ 、
、一， ' '" 0 

( il'l8) lndustrial Licensing Policy Inquiry Co-

mrniltce, R，’iのort,p. 186およ ！), 1叫71{Jυ寸'Et、ライセ
ノ人 itlf• I叫する政府決定。

(;+El) Ginwalla, F. R.，“Compa.nies (Amendmert) 

Bill, 1972，＇’ Economic Times, Nov. 1, 1972. 

Ci:r.20) これ以前に銀行/-fl金に〆）＼、てのU.J＇効成立し

たf自供も悶w；：納入されるにいだった tL寸；i,lる。い
ずれにしても同僚の考え ）fによるも，，1lであるといえ上

〉。

Ci iニ21) Usha. Dar JJ試努に J；ノ 公1,:i;,;;uこ4パ＝

つt899:l万!'i481Jレピー，夜、会才士t 、、 iJ 600 J j之642；レ

ピ ；： ν＞ i I ' ・': ＼，、j) れる。こ d ) h三；［Ji;＂れに ＇j＼， 、て

い：官［♂ノ73.6%か10007i，レピ一以 J ) jj,j主流己ι＇）会祉
によるものであるとされる。 Dar,Usha，“Unclaimed 

Dividends，＇’ Company News and Notes, Vol. XII, 

No. 7, July 1974, pp. 1-3. 

心強22) 省泊企業J)i'え夫としては，凶布鉄道，公社

としては各種の公的金融機関.））他， L アーインディア，

/ ＞ト1，；：内航空などがある。

rnム：＇.＇3) ：』q ：夫参‘R早、
( iJ:24) .~ j）政浮f会社；こ－J＇、 呼，HさJ,t

心地点 L,'.,oニωような大企似たれJ, I也， I くに・Ml

レヘYレにおい ζ，比較的小企1'1,iJ）会社か設、よされてい

る。 1973～74年において64ν＇）政府会主i：が設立されたが

民権資本（払込済資本は不明）で 1億ノレピーをこす会

社は 6tl：にナぎず， すべて私会社（privatecopmany) 

組織である。 AnnualStatutory Report on the Wor 

king 川1rl Administration of the Companies Act 

i川 the year ended, March :;i. l 97,1, Company 
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!Yews and Notes, Vol. III. No. ti. 

〔？と25) 同条は， 1964＿；＋：改正：三、に； ιi挿入されたo

て・， ,L法趣旨は，「第639条υ科：！J,!ii：ご丸山これを遊

ildll,l所に置くことと・f1 ''c政府点、株式を有せず，州政

府のみがこれを｛Jするような政府会社に関する報告書

を中央議会に提出せしめることに関するi訟法上の困難

を）避けることを l{(0と寸る。」と述べている。 Ramai-

ya, op, cit., p. 798.付常すればl日639条は，すべての

政府会社に関する報告渇！土議合（中央〉に提出される

lとされてし、た。

Cd二26) この「準政府良仕j：ては'ti619 A条が適用

竺れない結果である。政1H原本 i，これと河じである。

と』：ヨj！＿巾はおそらくこれ i'，り会川口＇ I・i矢報告書類を議

会に提出することは，議会事務、η繁雑化を招くだけで

あること，従来のパブリック・セクター企業に関する

報告書類で足りる（述給対照炎等にょっ）二 Lとなど

であろう。しかしこれらの会社はかなりの多数とみら

れ，しかも議議されているジョイント・セクターに含

'. ，，るものであるのご， L女；下JI'iK j今役任命穫は母l

L耳’Lものと'Ji;・えられる r みよ j‘｛寺 -12'• ''" ~f 役の問題を参

lh，ハ

Oi27) もっとも法＋・ l系議中・，197:, ,110月308, W 

r:干汁ll(l表に関寸る第61)-:r; .'.•· ＂＇＂：、 jl，その間以要fl:
i土符Lく強化されている。そ j）内科を紛介する h

(1) パートナーシップへの資本または前貸金，貸付の

かたちで力投資♂）全宙開耳、

(2) 商品の緩煩別売上高（各術品／lWiうを量を含む）

i3) 製造会社の場合，（，）•111!'1

,,:11ゲ1挙，製造品のj羽fi{：戸川！大（十$）【ろ在庫，商事会

フ場合種類別の購ノ＇， 11'.liKn c ; ＇、、，i:＇取引商品 ω！羽

,: ・, l:: )Uj芳、における荘！ぃ、 作 ！ J、三円J）場合その剰i

l、～等

(4) illi治経費 ν〕 1'l'らまたl:!:50001レピ－o/)1，、ずHか尚t¥1

リャ主!fW・lきlJ!I: '.,JIJ J) Iザl刑ii

(5) 総人原料，自1,<'11',, ；；.、 J：γーパーツ.h上O＇資本財の

待：類日iJ価1者自

（円l ヤト貨てし " -ヤ 1-, 、 ノ？ っ， 重量問料， 利子

j どJ）支払およU＇外！日円じ i そ主主I', 5、に輸出， ロ
ヤリティ，ノウハウ，平Iif とと ヤi民獲得，Annual

Statutory Report on the ¥Vorking and Administ-

rations of the Companies Act for y剖 rended, 

March 31, 1974, Company News and Note.写， op.

cit. 
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ラ：＇，こ f、J；守するなら，これムω開示要件は，社員，

z 常生N：資家Lこ対するものとい；より， L両家.＇） i課税およ

7f経済政敏 ，｝）基本資料という色彩か•tit ，、こ が指摘さ

れよソ。イギリスにおいても類似山同定がみリ， ltil憾

の指摘がなされている。

（注28) 「1949年，公認会計士法（CharteredAcco-

untants Act」が制定されている。この法律は，こ c')

職業を規律する自治的な機関として「公認会百十士協会」

つ：：＇1:r向，公認会計士の規律などについて定める。公認

.,,,!-L1;, この協会；こ登録されん札り，＿ l. ' ..の資格

・u, A 般に同協会のなす，,A:!1告に命的 l，所定の

JI＂＋＇を得た 1'iとされている。なわ 11"；配役ιd' ，広務責任に

ii Kapoor, Sooraj, “Audit 札口d Auditors 

under the Companies Law，、 Compa珂：y News & 

Notes, Vol. XII, No. 7 (1974），が使手IJである。

（出29) ニJ）よjな点を錦繍1るものとして，今［i,j

の改正に際する合同委員会の証人である YoungCh-

artered Accountant’s Forumのぷi主IJ;ilE Hがある。

i;,. i ［ご上 i;l、人現在約6000のIii':,1＼人Z' （｛ヂi:' げるが，

そ）） 令：隠れ義務，＇＞80%が20%;:J , 'n ，；、J ·i; 務J~i i二

以：＇i・" ) ! : : ; I]' 「5000～6000.＇）え必’？ ,;! I:: l，なす

i' ！＿； 、ft二：1本来の監査業務以外 (I j; hなっ

て〉｜ということ三ある。 JointCommittee on the 

Companies (Amendment) Bill, 1972, Evidence, Vol_ 

1, p. 131.なお財閥グノレープヒ ν、癒業ーをfニち切る丈ごう

に（んよの業務を国有｛じするしかないという，留；見 hあ

る。 Malaviya,H. D，“ Audit Business-Case for 

Nationalisation," A1ai舟stre，山n,Dec. :JO, 7コ.pp. l:l -

14 :n :i計

( i ¥:30) Joint Committee on tl:e Companies 

(Amendment) Bill, 1972, Reρorムpp.xiii -xiv.な t;

二 ＇） iii tl. ii光ηYoungChartered i¥ccountants Fo-

rum泌長の証需をそ ）） まま iIt亡い，：， 0 二Y：ノリ；e.•!./ 

F京であ 3 た大公認、会ji・＋事務1Yi< J Jら L。、・elockand 

Lews ，ワ履われ公t沼会計上がl政府l除後ては》数；）） )-; ）長

留が出る「.！：＇j Lがあり， よi. l'l枚、 hギ！Ji全企考慮 j! L ;J 

が， I，，円、公，i{'タT,,H: -J;f'.,j"'r:; iclil ill仁て jしろべ寺 J Jう日と

! ，；：けしるこ lーは興味 fイ C Joint C、ommittee,

J乙，，idt’11,e, Vol. 1, pp. 64-65. ; ' ;:f r,;:, f仁志，そのJlcil

；二守社ω経営部から型I¥i't I : i Jなわれるべき

み二 l ぺ立場を徹底する.＜＇ '< ν》 1，；，丘業務を
悶家なし‘ I 手引）三不ず:z，機関がなづということとなる

ように考えられ， YoungChartered Accountants 
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Forumの立場は，いかに独立性被保のためのずと段を講

じても（いくつか提案されているが立法化されず〉，結

局その兼任の上限による全認会計士関のバイの分配の

問題となってしまうように思われる。

Ci Ul) ここでも公認会計士，原fi111.労務計算土問

ご ハイの分配争いが生仁た u、ご歩Jる。この論争に

ず円、 ご Ramamurth, U. V., “Injustice to CA’s，＇’ 

J五・onυmicTimes, 1972, Aug. :30; Balakrishna Jain 

Chartered・ accountants not, omnipotent, Economic 

Times, Sept. 18, 1972および EconomicTimes, 

Sep. 12, 1972などを参照。

（注32〕 1958年当時， 250万Jレピー以上の払込済株

式資本を有する781社中， 187祉が私公社であり， 1000

7；ノレピー以上の資本を有する 156社中371:/tl：名会社で

あコた。 NigamRoji K. & l'¥. C. Chandhuri, The 

じ01・porateSector in India, p. 18.なお， M凋グル－

:/ ｝）中核会社として機能してL、とj。／ご えば Tata& 

おons、BirlaBrothersなと。

（注33) 問委員会は以下のように述べる。「私会社の

問題には常に一定の困難がある。一方ではパートナー

シップに毛のはえたにすぎなし、，純然たる私会社があ

り，他方には，その金融上，産業上の機能からも多くの

止とr,r；た社のそれよりもはるかに大きな在、会社もあるか

' Jでもある……。私会社に ＇J・えらiLた免除や特権は濫
三れるので廃止するよ 1にとい行強い訴えが泊され

人、とし。しかしすべての.］！，；；.：れか h これらの特権をな

リことは純然たる小規！出払c;,ti：を限＼'ffならしめるこ

ととなる。同時に直接，間接にかなりの程度まで公け

の資金を使用している私会祉を公開会社と同様の開示

その他についての制限に服せしめるべきことは何ら疑

う余地がない。」 TheCopmpanies Act Amendment 

Commitee, Report, p. 19.ここでも私会社の外延の拡

伝が l直接・関接にかなり c'J1住友，J.（・£：けの資金を使

用Lごし、る」ということかその正：＇jiヒとなっているこ

J. I;; JI！味深L、。

(it:14) 政府案はさらに員史上L、もムこあった。私会

社が，（1）公開会社の株式のlOo/o以上保有していると

き，またはその株式のlOo/oが他の法人により保有され

ているとき，（2）払込済み資本が 250万ノレピー以上でか

つ売上高が500万ノレピーであるとき， これらの私会社

は公開会社とされる。売上高規格の設定にあたって，

政府案の立法趣旨は，次心よ〉にiZ1：へる， fシャスト

:J妥討会は，さらに私会社i= i-l tる間接1'1守な公けの資

~~－一一一戸一一『研究ノート～F由←～~

金の使用もまた私会社を公開会社と同一の制限に服せ

しめる規準であると勧告している。この側面は，（現行

法では〉貸付資本および運営の規模が私会社を公開会

社とみなす基礎としていない点で，現行の43A条には

反映ぎれていなし、。この脱漏を改子をするために・一・500

万ノしピーの売上高を有する私会f上を公開会社とみなす

。jCompanyman Publications, Ibid., p. :,3. 

また公開会社の25%を有する弘会社とみなすrする
訴規定；こは，立法趣旨には，単t二「公けの利益による

影響をうける」ということを理由としている。しかし

これは本文中にも述べた，財関系のI質上会社に対する

規制の強化を目的としているように忠われる。この株

式会社制度中の大企業と中小企業をいかに整会的にコ

ンfロ ノレjるかは，わがくにでも英米でも問題とな

っこいる。イギFス訟については Hadden,Tom, Co-

mpany Law and. Capitalis:m参照のこと，なお政府

案レペノレこの最も包括的な批判jについては， Kothari,

B. S.，“Deemed public company，” and Companies 

Bill, Economic Times, Sept. 20, 1972. 

〈注35) これについては， 1973年lOYl30日に第6付

則の改訂により損益計算書中に記載することと婆求さ

れている。なお1967年のイギリス会社〈改正）法は，

取締役報告換に， l万ポンドをとえる給与を得ている

ji),J4J人のりストを掲げることを要求している（S.針。

(ilニ36) イギワス法では， 19671.J'・の改TFにより，取

締役の他株式の10%以上を保有し亡いる大株主につい

て間〆！？義務h・諜せられている。 1ースドラリアにおい

てもいくつかの州で同趣旨の立法がある。なおインド

におけるこの問題については，.benami holdingとし

て長らく問題となってん、た。たとえば R.K. Hazari, 

The Structure of the Corporate Private Sector, 

Govt. of India, 1963, pp. 373-376. 

Ci七37) イギ担スでは the.Protection pf Dcposト

to日 Act,1963，オーストラりア，マレーシアでは，会

社；ムヨ；：，7条以下。

( il:38) Madan Gopal Jajoo，“Companies Legisla-

tion in India, Plea for a Rational View，” Economic 

& Political Weekly, June, 9, 1973, pp. 1033-1038. 

0主39) イギリスでは流産したが1973年会社法（改

正）案，カナダでも最近証券取引委員会の設置がなさ

れたといわれ，またオーストラリアでは労働党政権ド

に2丸、て SecuritiesIndustries Billが上程された。

その他の動き tとしては，オーメ！？リア， マレ シ

81 
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一十←←～f ←研究ノートマー→一→一一司

7, I 〆ノプf不一ノンにIいて外it：こよるテイク・！一

を民自l す王法律カ， 7()i!代初旦民に詰r，ζ~ ! tてL汁 J0 

（γ］AO) Companyman Publications, ＂ρt  it. p 
'.H-'.1S. 

¥I ！こ＇41) ；，川法lごt'iljζ， tr＇.＼汁たi設：＇， ,'f c; IV I .: ., , ）にJピ
Jii'IIJ状況をιろ目＇. I，料frlliV y不、＇＇：なお i・= ,, ; j立i母（lf'.JJし

れなそ、いわよ））う Rii近代的な行為：.') ＇・γ ， ; JJ{;j,IJ ＇.そ’ d

いらどけのと ι・，・;-JJ ＇・＇，二 t.・ 7／え認をfm万三 jI! 
いji少ないk') Lて〔Ui . :l ，：，。

Ci」：42) Comp::myman l'uhlications, op. cit., p. :JS. 

CilAJ〕 こc'）経＇.・－＇； j¥Jll'品目安心j急止ハ心誠に rノ、、と：I

5心：：1会討されるへ，，.：あるか，コ L 、め， Sengupta,

:,..;_ K, C川ーρ01・ate,¥ianag..:ment in India ！：ノ』：］），

115 Jユドか j，？，主であ乙。

〔：主44) このl見・，.乙（了， 1936；ド法第86-J条，ll)(c;," l"J 

じ：あら。［｜：占仏政／／J:'' このtl1n/i；ハ際にこれ v , 【〆J報開' 

そ ：／也に〆j＇・＇て糸｛’ lを｛ずすとともに， 一 j二阪，ど｛に1111人

と：，:cltiX'l制1;1-lなど ）） f丁政m辺をfrなっ了いみ t; 
・：，：ι：，， C口・ularsand Cforijム・ations on Cοmpany 
Law, I／三14-1/216.なじそ，：.・ノガイ I) i ; tこ.・，v、日本，

ム，tL,J：；に［対 rる第17次、 19次与三次域：＇； ／｝に必｜主＇ 1 l 二
l、乙。 1973-74;I rド；こにはiJIi ／支九ヘ ／ l' 1 ＞グ12サ，

中訪日19口十64品川，j,~fi 9', 5五（）；：；x'.l,.111' I, t；とされる／／・，

7)i: ，.~＇，出否の；t 不 IJ. ワ］らかじ1 な iι。 Annual ぷ：tatu

tory Report, 197:-l 7 4. 

C主45) J仁ばJill日 Companyman Publication, of>. 

cit., pp. 38 39.なじこれらの取締役について iJそ J ) 

没訓そ lJ 他；ご〕いく厳しい規制が fT~dJ/L （，、る ο

CiH的自engupta, oρ. cit., pp. 80「81.な L こ J、
必ι1iiiし〕ンノミテ J、につい｛：は， AgarwalYinod K. & 

Autar K. Koal, ＇‘Role of Government Directors in 

Companies.汁 V.K. Agarwal (erl.), Somど I’roblems
of λfonopoly & Company La百九 pp.162-1β6. 

Ci主47) IH従注j¥;Jll'会社が，制度内廃止とともにこ

ノ ~JJ肢をf正Ill1. Jノーノあー..iこにいうtrtおかある。たとえ

:J :vlartin Burn丹、 IndianIron cl）硲古役に 5"I li¥l JI 

額特訓 l万25001レに で就任した例， Sengupta,op. 

cit., p. 114. I fこがってこ ：＞i'1 tt:c；人ヘピノi泌3ζl土これら

～l'l佐付f¥;Jl]＇会社方白泌主役に転化する iんを防止するこ

とを日的 Lしい、ると考えレ， jL乙。

Ci:l:48) 会社法上it, 「従書役と i.t，こ九位、徐にも

とつ3行が；される〆＜.，）義務j;よびそ ｝）他のぺ）jv）純粋

：て補＇.／Lil'］ま fこはT'i'j」（t'J( ministerial and administerial) 
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な義務を行使するj とされて j;り（S.2凶），かならず

しιこれをj:I]:任する必要はなく年間報告さ？に有名7る
：≫.務（S.160 12））’付、ずかなm定しか存在しないか，
:::i'l:f,l'.):';o>J工キスノミー iたら長とされており， jy志［J.i

心会社機併で Ii総務部:lとにあたるとされてL、らc 二Ul

よ1な，r,'tiな役｝＼＞］JlIごめ刀l:{1：では、ド政府機WJに上乙＼（
1長試験方白 Jだl止されてL、／〉。なi; R. Krishnan, " Ma 

nagerial role of a Company Secretary，＇’ Company 

News and Notes, Vol. X, No. 182 (1972), pp. 1-1-

17理士照。

l1I おわりに一一若干の問題点と展望

以上， 1974年会十l:（改正）法の主要点（iLI）を，いくつ

かの範ちゅうに分けて検討してきた。

イギリスにおし、て，近代的な会社訟が成立して以来，

100.f_fあまり，会社訟のtl1名自体は，その時代に応じて大
きく変化してし、る~It 2 ¥ Eくに故j止におけるヨーロヴ 4パ

共同体諸国を中心と1る会任H：；改正の!ll/Jきは，従来の会

役立；ないし会社制度に J山、どの考え）； ：士大きく変更させ

つつあるように思われる。 ム方では会社ffjlj疫の社会にts

ける支配的な地位のlよ映として、従来ii¥なる会社｛＼＇H告r,-
としずft;えられていた消費斤その他の社会各胞の干I］経の

保議のn的達成のための諸々の法的措置が設けられJ ド〉
あり（注3），他方では，会社法の主要問題、としてこれまで

企業組織の直法的mi.、手でありながら，会社｛六十住民一
経蛍•tt· 株主とし、う者の利害関係を規整することを：目

的とする従来の会社法からは全く排除されてし、た労働j号

の存在の会十土訟の枠内への組み込みである。この後者は

！労働者の経蛍参加jというかたちで，ヨーロ？ノ＇： cttlr,J
｛本では現実化しつつある喧心。

このような会社説、改正の動きは，インド会社法iこU、か

に以映されているのであろうかP この問題の解符を得

るためには，会社法上の個々の政府脱税の運用の問題を

さらに洋しく検討しなければならなL、。とU、うのは先進

諸同におU、て上記の鋭ぷ均、ら解決を試みられている問題

（たとえば，テ fケ・オーバーにつL、ての規制）は，イ

ンド会社法上すべて政府の監督事項とされているからで

ある。ただ一般的に述べるとこれらの政府統制は，先に

述べたようなヨーロッバにおける巨大会社の社会的支配

力に対する対抗力としての性質より、むしろ企業経伝の

！近代化jをR的としているように思；われる。

しかし，ごの政府統制の強化は，種々の問題を生ずる。

第1に政府の行政事務における繁雑化とそれに上る政府
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の改認、ケースのi堕i1Wである。このことは，常に産業界か

ム批判されることであるが，今凶の改正に上り， (ti.なる

承認事項の増／Jili工かりでなく， 「みなし公開会社」の増

加に伴う規制対象会社の上？？加に上り，さらに重要な問題

となるように忠われる。

;r12にこの政府統＃，IJの問題は，さらに政治的および行

政的腐敗とも関係する。企業経営におけるがi近代性を克

服するために行なわれるJミき政府統制を担う官僚層が，

t しそれと［11]-·V• ＜／レにあるとすれば，この政府統制は

インドC〕全，Jii]I主の健全な発展にと vjて二車に害!1！？を及

ぼすであろう。そこでは，すでにこの！日近代性を克服す

べき「自由誌やJの原理が機能しなし、からで、ある。とは

いえ，先に述べたようにイ〆ドにおし、ては，茨在のとこ

ろ株主総会の強化もこのための対抗力となりえない以

上，政府統制は不可欠であろう。

この意味で，経済行政におけるffjlj度の効率化とそれを

立える官僚の；；＿；；＇：識の変革が必要であ乃う：注51

3んにこのような政府統治I］と並んで企業任じの内部か

らわ改革の街Jきもm摘されEろ。このことは、インド会
;l;/,1] i'｛にお」、ては．企業経営の「プロブ工ツン’ヨナリゼ

ションーとして議論されており，専門的経営者層のn今
rN.と今lcilの日文：It.i二上る秘書役の強制などにみんれるの三

れに関係して，；；/lfrrrの経営参加！の問題に J功、ては，い

くつかの議論がなされているが，立i去J昔i萱は今のところ
とら；／tてし、な

ざ，／1，コつあるといわれる＇ ii6）カA，その範囲は現場労働者

を合んで！ィイ川、上う？あるのなお公団，政府会ι同右
f七銀行などにおいて町 この制度化のまi}jきがみられるとい
われる(if了、。

k:i:伎にこの政府統jj¥lJの｜問題に関係して，各種の経済統

;¥;IJ法規「たとえば資本発行（統制）法、産米 cIi日発・ JJ-l 

i村j）法．独占および制限的取引慣行法など1との整合・

認診が必要であり，これを主らに進めて，これらの諸規

制をすへて包jJ~ し、一定規模以七の大企業の組織およじ、

J,!li/JをL見出！Jする 7経済組織法典jの制定につ」、どの構也、

もふる p 二のことは，各絡の統制法が大企業全対象とし

ていることから， これらの企業の活動を笠fr的に焼殺す

る・方、この ζうな統制には適さずまた現行の統制が＇！＼

l五であるような中小企業には，現flの会社j去の規整をさ

らに後和し，比較的白出な活動に任せるという点で，よ

り整備されるよろに思われる。

en一I) 二 ＇！他外l,I i, rf （支りつ I）持〈簿θ倣iり義務
J 強化／ょとがあι。

研究ノートー吋市町叫吋干

(iJ 2) 広i1I ＆長占ri:;l土， H可；1;,1，，手形・小切手法が

191ft紀末か人201tt~ι ユF，こかけて一応の完成をみたのに

M t：会社法に，) ＇.、てはますまず発映し , ) , ）あろと指

治されているe iilll康 ，＇ir商 ，＼M再 ｛f 様U：：資本／~r{J権j

O'法律II寺報JI i;ft37を 九rnoワ 19651［）。な j'；，イギリ
ぺ？）；、に関してはシ E ンキンス報告 ,J;(Rejうortof the 

Company Law Committee, p. 2）を参照。

Cit 3) これらの法的t/'i[i:l士会社j土中に規制される

というより， t.・ （えl特号lj1よをも ＇） て規制されてし、る上

ソ三ある。たとえば独山辺、，／l'l読者保i並立法／などがこ

れごあ号。 Lかi{->; ff fuij l辻そのものにわけるこれらの

採取はiL、律 iこのものではないが，アメりカ匂にわu、と

ft1近大企業ご採HJされている／： ＇、われる， ti:外取締役

の制度が九まれるてあろう。なれわが民iにわける会U.

J、つこ i,C，の方f（，：てJ>c.;kiFにコいては，昨年6JJ法絡

行；t各界，・ι－nて［会rf:t¥ ,"!r. it:に関fる忌、 ＼l照会」を
irな J ごL、る。 rr1c1wn与報』担；47Jfrll>} (1975>! ) 81 
82ベージ参向。

(it4) EC:;"dld：；～J，もIJC' (:.) t、ては，ハンス・グェ

，レ7ィンカー一「ヨーロッハ株式会tUL、家の改1F.につし、

ご J （『同際商 •)JU；務』 Vol. ,l, 609 ・615ページ， Vol.4"

7-1 ：~－：ーン）参照。なふ j ll本に Jjけるこの1::1E自に，) ；、〈

,t I H ;,t,:((J粁)J；参加のl'ii;¥:I.！と現実J（『東洋経済JJso一

9→13）。

0¥'5) 「行政改＇f'cミ駐日会（AdministrativeReform 

Commission)J I t これ心の問題に八、て膨大な ~ffift勧

信を行な 4γEいるが，それほどιj；施セ Ht：：と L、ペ話は

llll かない。なれインドにおける版治的腐敗の［；:J.~互につ

い、け ｝＜i'l .f:/ll C:の研究治hある。 「イノトにおける政治

的向以に八、〈」（『アジア経済』 i.(lg ｛＇会第 4，；，第12

f主it¥6 ＞），与，110り， f花13を治 l,; ）。

(il 6) たとえば Sengupta,oρ. cit., p. 153. 

(iJ: 7) [1'1 il化銀行に.，，，、・cit, Kulshreshtha, 

V. D川 ChanpingDimensions of Company Law in 

India, Eastern Book Co. (Delhi) 1971, pp. G5-74. 

（付言己） 本給Ji-l, fン ii1丘外if,,;'('/1 (197211'-7 )j～ 

1974エ1G Fl ）じよむ休職 ll!Jr日1•11 (1974司7}1～1975>!-

3 lj）の，研究！k県の A t:i：である。

（経済協力調査室〉
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